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『財政と公共政策』投稿規定
　本誌は，財政と公共政策に関する幅広い領域の理論的・実証的研究の成果を公表し，相互交流を
促すこ とによって財政学研究，および公共政策研究の更なる深化・発展に寄与していくことを目指
しています．本誌の発行は財政学研究会を母体としていますが，上述の目的のために会員だけでな
く広く非会員の方々 からの本誌への投稿も歓迎します．
　本誌への投稿論文は，財政学研究会内に設けられた『財政と公共政策』編集委員会によって受理
され， 編集委員会の選任した複数の査読者による審査の上，掲載を許可されたものが掲載されます．
なお，投稿を希望される方は，以下の投稿規定に留意されるようお願い申し上げます． 

投 稿 規 程
［本誌の扱う内容］
　財政学（予算論，経費論，租税論，公債論，地方財政論，国際財政論，財政政策論，財政思想，
財政史等）， 国家・自治体論，地方自治論，ガバナンス論，規制緩和，民営化，公益事業論，公共政
策論（環境政策， 交通政策，国土政策，都市政策…）等関連領域． 

［投稿論文の受理］
　投稿論文は随時受け付けています．到着した原稿を事務局が確認し，投稿規程を満たしたものと
判断されたものから順次査読に入り，査読終了後に掲載が決定したものから順番に，年 2回発行（5
月，10 月）される本誌に掲載していくことにします．なお，投稿された論文は，採択の可否にかか
わらず返却されません． 尚，ご投稿いただける研究論文は，未公刊のものに限ります．また，他雑
誌との二重投稿及び，投稿論文を外国語訳し外国語雑誌に投稿することも禁じます．

［投稿論文の種別］
　投稿論文には　研究論文（査読付き），研究論文（査読なし），研究ノート（査読なし），展望論文（査
読なし）の 5 種類があり，加えて時事評論（査読なし）も募集します．制限字数は， Microsoft 
Word のカウントで，研究論文（査読付き／査読なし）20000 字，研究ノート 12,000 字，展望論文
20,000 字，時事評論は 4,000 字～ 12,000 字です．ただし制限字数は全て図表込みの数字です．図表
を用いる場合は 1点を 800 字と計算し，5点までを上の字数に含めることができます．また，総字数
が上記の制限字数を超える場合，受理致しませんので．あらかじめご留意 下さい．なお，抜き刷り
につきましてはご要望に添えかねますので，ご了承ください． 査読なし論文・評論につきましては，
質保証のため，編集委員会で内容を含めた確認・精査をさせていただきます．掲載が承認された場
合には，その後の査読プロセスを踏まずに掲載させていただきます．

［投稿料］
　財政学研究会会員は無料，非会員は有職者の方が 1万円，大学院生の方は 5千円となります．共
著の論文 の場合は，共著者のうちの責任著者あるいは筆頭著者が会員であれば無料，非会員であれ
ば有職者の方が 1 万円，大学院生の方は 5千円となります． 

［論文提出要領］
　投稿を希望される方は，Microsoft Word による文書ファイルを下記の投稿論文送付先に提出して
下さい． なお，上記の文書ファイルではなくハードコピーにて投稿を希望される方は本研究会まで
お問い合わせ下さい．また，掲載が決定した場合には，Microsoft Word，による文書ファイルを提
出して頂くことになり ますので，あらかじめご留意下さい．図表をファイルとして提出する場合に
は，上記ワープロソフトで作 成できるもの以外には，Microsoft Excel，PDF によって作成された
ものに限り，受領することが可能です．それ以外のものは．鮮明な印刷原稿．またはコピーをご用
意下さい．なお，投稿論文には以下の内容を記 載した表紙を添付して下さい．①論文タイトル②投
稿者の氏名③連絡先（住所，電話・FAX 番号．E メー ルアドレス）④英文タイトル⑤英文氏名⑥
内容要約（日本語，約 200 字）⑦論文のキーワード（5 語以内）．論文（査読なし）としての提出の
場合，投稿の際 , メールにその旨明記のうえご提出ください．

［査読について］
　投稿原稿の査読は，原則として査読 1 回，再査読 1 回の計 2 回で行います． 

［著作権について］
　掲載論文の著作権は，財政学研究会が有します．書物その他の媒体に転載（外国語訳を含む）す
る場合には，財政学研究会の許可が必要です．

［投稿論文送付先］
財政学研究会事務局 
〒 606-8501　京都市左京区吉田本町　京都大学大学院経済学研究科財政学（諸富）研究室内 
　　　　　　Tel：075-753-3510 
　　　　　　Fax：075-753-3492 
　　　　　　E-mail：zsgkk.admn@gmail.com
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　2022 年 9月 24 日・25 日に，財政学研究会の夏合宿が開催された .
COVID-19 の影響もあり2019年以来の対面形式での開催であった . 今回
の合宿の調査テーマは「持続可能な地域づくり」であった . その調査先として，
岐阜県郡上市の石徹白地区を選定し，石徹白地区に地域づくりに携わってい
る平野彰秀さんから，石徹白における移住受け入れや小水力発電所の取り組
みについて，彼のパートナーである平野馨生里さんからは環境に優しい服づ
くりについてお話を伺った . 活発な質疑応答からは参加者の高い関心が窺わ
れた . 詳細は本文をご参照いただきたい .
　2日目には現役院生のみならず，財政学研究会のOB・OGの方々からも
研究報告がなされ，熱心な研究交流がなされた .
　本特集は、一日目に伺ったお話と質疑応答を収めたものである .

『財政と公共政策』編集委員会

　　　　　　財政研2022夏合宿

　　　　　　  「持続可能な地域づくり」
特  集



財政学研究会会則

Ⅰ　名称及び目的
　  　本会は財政学研究会と称し、財政学、経済学、公共政策及び関連諸分野における共同研究、な
らびに教育方法の研究をすすめることを目的とする。

Ⅱ　所　在　地
　　京都市左京区吉田本町京都大学経済学部内財政学（諸富）研究室に本会事務局を置く。

Ⅲ　会員並びに入会規定
　  　会員及び院生会員を定める。会員及び院生会員は所定の会費を納入し、本会の運営及び共同研
究活動に参加する。会員及び院生会員の入会は、会員二名の推薦にもとづき総会においてこれを
決定する。院生会員から会員への移行については別途定める。

Ⅳ　会　代　表
　　本会代表一名を総会で選出する。会代表は総会の招集を行う。

Ⅴ　総　　　会
　  　少なくとも年一回は総会を開催し、年間共同研究計画の作成、入会者の決定、会計報告、運営
委員の選出等を行う。また、会員の十分の一の要求があれば、臨時総会を開催することができる。

Ⅵ　運営委員会
　  　総会において運営委員若干名を選出し運営委員会を組織する。運営委員会は次の総会までの会
務を執行し、必要に応じて事務局を置くことができる。

Ⅶ　会　　　費
　  　会員より年間会費5,000円を徴収する。三ヵ年以上にわたり会費を納めないものは、原則として
会員たる資格を失う。院生会員の会費については別途定める。会費の変更は総会が決定する。

Ⅷ　会計監査及び予算
　　総会は年間予算を決定し会計監査一名を選出する。会計監査委員は年一回会計監査を行う。

Ⅸ　研究活動
　　本会は次の諸活動を行う。
　　（１）定例研究会及び合宿研究会
　　（２）専門別研究部会の設置、運営
　　（３）機関誌の編集、発行、普及
　　（４）プロジェクト研究及び出版
　　（５）その他

Ⅹ　『財政と公共政策』
　１  ．本会機関紙、『財政と公共政策』を年二回発行する。総会において編集委員会を設置し、編集
委員会がその編集、発行を行う。編集委員会の規則は別途定める。

　２．定期購読者は実費（送料込）で『財政と公共政策』を購入する。

ⅩⅠ　付　　　則
　　本会に必要な改正は、総会において行う。
　　本会則は1979年4月28日付で発効する。
　　本会則は2006年8月28日に改正され、同日付で発効する。



『財政と公共政策』執筆要領
１．言語および文字数
 　投稿論文は日本語とします．制限字数は， Microsoft Word のカウントで，研究論文（査読付き
／査読なし）20000 字，研究ノート 12,000 字，展望論文 20,000 字 , 時事評論は 4000 字～ 12000 字
です．ただし制限字数は全て図表込みの数字です．図表を用いる場合は 1点を 800 字と計算し，5
点までを上の字数に含めることができます．なお，標題，要旨等はこれに含めません．

２．論文構成
 　節・項立てとすること．
 節………1 からアラビア数字を順に付し，見出しをつけること．
 項………1.1, 1.2 とアラビア数字を順に付し，見出しをつけること．

３．文体
 　「である調」を使用すること．接続詞・副詞などの書き方は，論文を通して統一する（例：「し
たがって・従って」，「さらに・更に」などと混在させないこと）．

４．数字
 　原則としてアラビア数字を用いること．ただし，すでに慣用化しているものや熟語になってい
るものは認めます．

５．年号
 　原則として西暦を用いること．

６．単位語
 　一般的に周知されている単位は記号を用いること（例：kg, m, t, % など）．専門的な単位は最初
に読みとともに導入し，その後記号を使用すること（例：ジュール（J））．

７．図・表
 　題および通し番号を付すこと．（例：図 1 表 1,2 とアラビア数字で付す）, また，文中で挿入部
分を指定すること．すべてを参照文献のあとに，参照の順番にまとめること．

８．注の入れ方
 　1），2）…. とアラビア数字で文末注とすること．

９．句読点
 　「，」（コンマ），「．」（ピリオド）を使用すること．

10．参考文献の引用の仕方
 　引用の際，邦文の場合は著者名（刊行年，xx 頁），欧文の場合はAuthor（刊行年 , p.xx）等と
すること（文献全体を参照する場合，頁番号は不要）．ただし，文章末に引用する場合は，文章（著
者名 , 刊行年，xx 頁）ピリオドとし，同じく複数の文献を引用する場合は，文章（著者名 , 刊行年，
xx 頁；著者名 , 刊行年，xx頁）ピリオドとすること．同じ年号で複数ある場合は，著者名（年号 
a）というように，小文字のアルファベットを付すこと．共著者が 3 名以上の場合，筆頭著者名の
後を，邦文の場合は「～他」，欧文の場合は「～ et al.」とすること．文献リストは，以下の形式
で末尾に和洋混在の形式で一覧とすること．

 論文の場合の参考文献の書き方
　・ 著者（刊行年）「タイトル」『雑誌名』巻号，頁 .
　・Author（s）（Publication year） “Title” Journal, Volume number, Page.
　著書の場合の参照文献の書き方
　・ 著者（刊行年）『雑誌名』出版会社 .
　単行本所収の論文の参照文献の書き方
　・ 論文著者名（刊行年）「論文タイトル」書籍著者名『書籍タイトル』出版会社．
　インターネット上の情報の書き方
　・  文著者またはホームページ作成者・運営者名，記事またはホームページのタイトル，URL（トッ
プページの URL で代替可），閲覧した年月日

11．校正の段階での修正は，誤字脱字程度の訂正に限ります．
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